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1．はじめに

　モバイル動画の利用は年々，広まっている。総務省情報通信制作研究所（2019）の調査に

よれば，2019 年 2 月調査においてモバイル機器による動画サイト利用の平均時間は平日 1

日あたり 14.1 分（行為者率 17.2％），休日 1 日あたり 24.9 分（行為者率 20.8％）であった。

2017 年 11 月の調査では，平日 1 日あたり平均 10.4 分（行為者率 12.6％），休日 1 日あたり

平均 17.6 分（行為者率 14.9％）であったことと比較すれば（総務省情報通信政策研究所，

2018），利用が広がっていることがわかるだろう。このことはニールセンの調査1）でも示さ

れており，若年層（18～34 歳層）のスマートフォンからの動画視聴時間は，2017 年と比較

して 2018 年には 1 ヶ月あたり平均 2 時間 6 分増加したという。同じくニールセンの調査2）

による推計では，2019 年 12 月には無料動画アプリ（YouTube, GYAO!，AbemaTV（現

ABEMA），ニ コ ニ コ 動 画，TVer）の 利 用 者 が 4886 万 人，有 料 動 画 ア プ リ（Amazon 

Prime Video, Netflix, U-NEXT, Hulu, dTV）の利用者が 1170 万人と，それぞれ 2018 年 12

月の推計利用者数 4595 万人，836 万人から増加を見せている。

　モバイル動画利用の研究アプローチの一つの流れにユーザインターフェースやアーキテク

チャに着目するものがある（Buchinger, Kriglstein, Brandt, & Hlavacs, 2011 ; Kaasinen, 

Kulju, Kivinen, & Oksman, 2009）。例えば，Oksman, Noppari, Tammela, Mäkinen, & Ol-

likainen （2007）はモバイル TV サービスの利用に関して，ユーザインタフェース上の機能

評価やユーザの機能ニーズに着目し，モバイル動画が視聴される画面の小ささとの関係の中

で，モバイル動画を配信するサービスのソフトウェア的機能に対するユーザの評価が検討し

ている。また，佐々木（2019）はモバイル動画を視聴するスマートフォンというデバイスと

YouTube のアーキテクチャに着目した研究を行なっている。これらのアプローチでは，特

にソフトウェア的側面に着目した場合，特定のサービスに限定する必要がある。サービスご

とにソフトウェア的側面，画面構成や機能がことなっているからである。例えば，佐々木

（2019）はもっとも利用者が多い YouTube に着目してアーキテクチャ利用に関する調査と

分析を行なっている。

　これに対して，モバイルメディア利用が埋め込まれた社会的状況に着目するアプローチが
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考えられる。それはどのような状況でモバイル動画を見るかという点に着目するものであり，

この問は「いつでも，どこでも」利用できるモバイルの特性（Caporael & Xie, 2003）に着

目したアプローチであるといえよう。北村（2019）はそのような観点に立ち，自宅と公共交

通機関という視聴の物理的空間の移動に着目して，YouTube 視聴を行なう状況についての

分析を行なった。本研究でも同様に，モバイル動画視聴が行なわれる社会的状況に着目した

アプローチをとる。北村（2019）は YouTube に限定した研究を行なったが，本研究では動

画サービスは限定せず，モバイル動画視聴という行為一般について検討する。本研究では

佐々木（2019）と同様に動画視聴内容に着目しつつ，もっとも頻繁にモバイル動画視聴が行

なわれる「自宅」という社会的状況にについての分析を行なう。

2．先行研究とリサーチクエスチョン

2. 1　視聴内容の多様性

　情報化の進展は利用者のニーズに合わせたコンテンツ消費を可能にしてきたといえる。

1980 年代から「インフラストラクチャーとして整備され，高度情報社会を支える，広い意

味での情報通信システムに用いられるメディア」（川本，1990）として流行した多様なニュ

ーメディアは，多様な情報ニーズに応えるサービスの実現・実用化を期待させるものであっ

た（北村・佐々木・河井，2016）。映像分野に関していえば，日本においては 1980 年代後半

以降，多チャンネル化に弾みがついたと言われており（音，1998），視聴者の多様な好み・

ニーズに対応される様々な専門チャンネルがケーブルテレビや衛星放送で実現されるように

なった。

　こうした特徴は当然，インターネットにも当てはまる。インターネット以前のコンピュー

タを用いたコミュニケーションに用いられていたパソコン通信の特徴は「カスタマイズ」メ

ディア，つまり利用者の需要・ニーズに応じた情報環境を選択可能にするメディア（池田・

柴内，1997）であると言われ，それはインターネットも同様である。池田（2005）は「イン

ターネットというメディアの多様性は，コミュニケーションの単位となる集団や社会をいか

ようにでも設計できるというところに生じる」と指摘している。

　こうしたインターネットを利用して行なわれるオンライン動画視聴も当然，これらの特徴

を引き継いでいる。すなわち，オンライン動画も膨大なコンテンツから，視聴者・利用者の

ニーズに合わせた選択が行なわれるようになっている。YouTube では 2008 年時点でリポジ

トリに 4500 万本を超える動画がアップロードされており，その膨大さから利用者が興味の

ある動画を探し，発見することが困難になっていたといわれる（Baluja, Seth, Sivakumar, 

Jing, Yagnik, Kumar, Ravichandran & Aly, 2008）。この問題に対処するために利用者に対

する推薦システムが開発されており（Baluja, 2016），Netflix のような動画配信サービスで
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も推薦システムは重要な技術として研究開発が進められている（Gomez-Uribe & Hunt, 

2015）。

　このように視聴内容が多岐に渡るために，オンライン動画，モバイル動画の視聴内容の全

体像の把握は非常に難しい。オンライン動画の視聴内容を調査した先行研究に，小寺

（2012）および佐々木（2019）による YouTube に関する調査研究がある。小寺（2012）で

は大学生を対象とした質問紙調査を行い，20 項目の視聴内容について視聴の程度を尋ねた

上で因子分析を行ない，「ホームビデオ系」「娯楽番組系」「社会情報系」の 3 種類の内容因

子に分類している。小寺（2012）が調査を行なった時点では YouTube は主にパソコンから

見られるものであったが，スマートフォンからの視聴内容については佐々木（2019）が調

査・分析を行なっている。佐々木（2019）は 18～39 歳のスマートフォンからの YouTube

利用者に対して調査を行ない，視聴内容に関する因子分析によって「低頻度視聴・ニュー

ス・情報」「実用実演・人気 YouTuber」「ゲーム・アニメ」「プロエンタメコンテンツ」「音

楽」の 5 因子を抽出している。

　しかし，これらはあくまでいずれも YouTube 利用に限定した視聴内容である。モバイル

動画視聴において YouTube は非常に重要な位置を占めていることは言うまでもないが，現

状では Netflix や Amazon Prime ビデオなどのサブスクリプション動画配信サービスや，

TikTok のような動画専用 SNS などもモバイルメディアから利用される動画サービスとし

て存在している。こうしたものも踏まえて，本研究ではモバイル動画における視聴内容につ

いて調査を行なう。

2. 2　モバイルメディアの特徴

　モバイルメディアが他のメディアと大きく異なるのは「モバイル（mobile）」すなわち移

動可能という点に他ならない。このモバイルという特性は，空間と時間の制約に関する問題

というモバイルメディア研究における重要な論点をもたらしている（Jensen, 2013）。

　しかし，携帯電話研究において，「モバイル」や「移動」だけが重要な問題というわけで

はないという指摘はこれまでもなされてきた（北村，2017）。例えば，岡田（2002）はケー

タイの社会的構成を捉える大きな軸として，パーソナル化とマルチメディア化を取り上げた。

岡田（2002）のいうパーソナル化は松田（2002）の携帯電話利用スタイルの分類におけるパ

ーソナルフォンとプライベートフォンという 2 つの側面と関連したものだと考えられる。本

研究ではモバイルメディア全体を扱うのではなく，モバイル動画視聴に焦点化した議論を行

なうため，岡田（2002）の指摘するマルチメディア化や土橋（2015）のいう可変性はあまり

重要な点にはならない。その一方で，モバイルメディアのもつパーソナルメディアという特

性（岡田，2002 ; 松田，2002）はモバイル動画視聴を捉える上で非常に重要な視点となるだ

ろう。
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2. 2. 1　メディアのパーソナル化と他者との関係

　テレビが 1950 年代後半から 60 年代前半にかけて各世帯に普及し始めたとき，家族そろっ

てテレビ番組を視聴する家族視聴のスタイルが主流になったといわれる（志岐・村山・藤田，

2009）。井田（2004）によれば，テレビはその普及期において，「食事と会話とテレビ」が三

位一体となった”テレビ的”一家団らんを生み出したという。1970 年代なかば以降，テレ

ビの個人視聴が進んで「家族を分散させるテレビ」という役割をもつ側面も生じた一方で，

家族で漠然と見て一家団らんを支える役割も担っていた（井田，2004）。

　こうしたテレビの役割は，テレビというメディアデバイスが世帯所有され，家族で共用さ

れる傾向からくるものであった。こうした世帯所有のメディアには他に家庭での固定電話が

あげられる。固定電話は家庭への普及が進んだのち，1980 年代以降にコードレス電話の普

及もあいまって，個室内での固定電話による親密でパーソナルなコミュニケーションが行な

われるようになったことが指摘されている（吉見・若林・水越，1993）。

　こうした固定電話のパーソナル化は家庭での物理的配置との関係で進んだが，モバイルメ

ディアは個人所有との結びつきでそれ自体にパーソナル化という特性を有するようになった。

携帯電話以前に普及したモバイルメディアであるページャー（ポケットベル）では，若者に

とってのその利用のメリットの一つに家族からの干渉の回避があげられていた3）。富田ほか

（1997）のフィールドワークでも，長電話では親に邪魔されるがページャーならばそれが避

けられるという青少年の発言がえられている。

　こうした家族という自宅内の他者との関係は携帯電話利用においても重要なものと考えら

れてきた。家族が共有する固定電話とは異なり，携帯電話は一般的に一人の個人が使用する

ものであり，家族がそれぞれが誰と通信しているのかを知る可能性は高くない（Lanigan, 

2009）。このことについて，特に親子関係に着目した議論として，Ito（2005）はかつての家

庭の電話（固定電話）は親が子どもと仲間の関係を監視し，規制するための手段となってい

たが，携帯電話の登場によってコミュニケーションの自由が生じたことを指摘している。実

際，英国で行なわれた Devitt & Roker（2009）の調査では，調査対象者の親の多くが携帯

電話の影響で子どもの私生活をコントロールできなくなったことや，自分の知らない子ども

の企てをしばしば心配していることを語っている。

　モバイルメディアによる動画視聴の一般化は，電話のパーソナル化と同様に，映像視聴と

いう行為のパーソナル化であるといえる。しかし，その一方で家族が側にいればモバイル動

画視聴をしている姿そのものは家族から見られてしまうことになる。つまり，共同視聴が行

なわれていなかったとしても，家族の存在はモバイル動画視聴を行なう際に意識される可能

性はある。したがって，自宅内における他者としての家族の存在がモバイル動画の視聴内容

に影響を与える可能性はありうるだろう。
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2. 2. 2　自宅の中での移動

　北村（2017）は在宅時間，移動時間とモバイルメディアとしての携帯電話・スマートフォ

ンの利用時間の関係を分析し，在宅時間が長い日ほど携帯電話・スマートフォン利用時間が

長くなることを示した。この結果をもって北村（2017）は携帯電話・スマートフォン利用は

必ずしも「モバイル的」な利用が行なわれているわけではないと述べたが，この指摘は十分

なものであったとはいえない部分が残る。それは，この分析の中では自宅の中での移動が考

慮されていないからである。

　北村（2019）はモバイル動画を視聴する場所として「自宅」という条件を設けていたが，

自宅内でも特に家族で暮らしている場合には，部屋によって社会的位置づけが異なる。鈴

木・初見（1982）によれば，住居の部屋のカテゴリには居間やダイニングといった公室と，

就寝室としての位置づけをもつ私室がある。住田ら（1980）によれば，日本では 1960 年代

から公私室の分離が進んだという。松本ら（1998）によれば，子供の個人行為は就寝形態の

分解に伴い，居間として計画された共用室での出現率が低下するという。このように，自宅

内にも家族という一つの社会集団内における公的空間と私的空間の区別が存在している。

　この自宅内における公的空間と私的空間の区別はモバイル動画の視聴行動に対して影響を

与える可能性がある。モバイル動画の視聴は自宅外に比べて自宅内で積極的に行なわれるが

（北村，2019），モバイルメディアのポータビリティという特性は，自宅内での視聴を行なう

空間の移動を容易にするからである。例えば，自宅内の共有室からのオンライン活動はプラ

イベートな寝室からの活動に比べて親からの制約と監視を助長するものであるという指摘

（Bosman, Bayraktar, & dʼHaenens, 2015）を考えると，空間の移動可能性はモバイル動画の

視聴内容の調整につながりうる。また，仲間・友人関係とのコミュニケーションの問題は親

から子どもに対する監視という観点で議論をされてきたが，モバイル動画の視聴内容の調整

は親が子に対して行なう可能性も考えられる。そして，夫婦・パートナー間でもその可能性

は指摘できるだろう。

　一方で，固定電話では家庭内での物理的配置がその利用のパーソナル化に影響を与えたと

考えられるが（吉見・若林・水越，1993），利用の物理的空間ではなく，モバイルメディア

自体の個人所有性によって，モバイル動画の視聴行動は決まりうる可能性もある。つまり，

この場合，自宅の中でのモバイル動画視聴行動には自宅内での視聴空間の差異は重要ではな

いと考えられる。

2. 2. 3　動画視聴と隠蔽

　ここまで，自宅内でのモバイル動画視聴に影響を与えうる社会的状況要因について検討を

行なった。その議論では，家族という家庭内の他者からの「監視」の有無と，それによる調

整の有無が中心的問題となっていたといえる。この点において，とりわけモバイル動画視聴
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内容への影響を考える場合，調整の必要性が重要となってくる。この調整の必要性に関連す

る個人傾向に自己隠蔽がある。自己隠蔽（self-concealment）とは「否定的（negative）も

しくは嫌悪的（distressing）と感じられる個人的な情報を他者から積極的に隠蔽する傾向」

と定義される（Larson & Chastain, 1990 ; 河野，2001）。自己隠蔽される個人情報とは，（1）

私的な個人情報の部分集合であり，（2）個人が自覚的にアクセス可能であり，（3）他者に気

づかれないように積極的に保護されているものである（Larson & Chastain, 1990）。

　オンライン動画を含めたインターネット上のコンテンツは膨大かつ多様であるために，個

人のニーズに合わせて消費することができる。この点は情報化の利点と考えられるが，オン

ラインコンテンツの消費には個人のニーズ，嗜好性が反映されることになるために，その内

容を他者に公開することへの躊躇が生じうる。もちろん，世間一般への公開と家族への公開

は躊躇の度合いに違いがあると考えられるが，家族に見せられない，見せたくない，つまり

隠蔽したいと考えるコンテンツ消費を行なう人も存在すると考えられる。逆にそのような考

えを持たずにコンテンツ消費を行なう人も存在するだろう。

　他者としての家族の存在や，自宅内での空間によってモバイル動画の視聴内容を変化させ

る要因の一つが視聴している内容の隠蔽の必要性であるならば，この隠蔽の必要性の有無が

モバイル動画の視聴内容に影響を与えると考えられる。また，それだけでなく，家族の存在

の有無や部屋の違いの影響もこの隠蔽の必要性の有無によって変動する可能性が考えられる。

2. 3　リサーチクエスチョン

　以上をまとめると，本研究のリサーチクエスチョンは以下のとおりとなる。

　第 1 のリサーチクエスチョンは，モバイル動画の利用者は何を視聴しているか，である。

このリサーチクエスチョンを別の言い方をすれば，モバイル動画の視聴内容はどのように分

類できるかとなる。小寺（2009）は YouTube 視聴内容について 3 因子，佐々木（2019）は

モバイル YouTube 視聴内容について 5 因子を示したが，同様のアプローチによって本研究

でもモバイル動画全般についての視聴内容の分類を試みる。

　第 2 のリサーチクエスチョンは，自宅内における他者としての家族の存在は，モバイル動

画の視聴内容に影響するか，である。別の表現を用いれば，家族が側にいるときといないと

きでモバイル動画の視聴内容は異なるかとなる。モバイルメディア研究において，家族との

交渉・調整は重要な論点の一つであったといえる（Ito, 2005 ; Devitt & Roker, 2009）。モバ

イル動画視聴という行為は個人的な，パーソナル化された行為かもしれないが，それに対し

て家族の存在が影響を与える余地はあると考えられるだろう。

　第 3 のリサーチクエスチョンは，自宅内でのモバイル動画視聴空間の移動は，モバイル動

画の視聴内容に影響するか，である。より具体的な問に言い換えれば，自宅内の共用室と就

寝室でモバイル動画の視聴内容は異なるかということになる。固定されたデバイスではなく，
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持ち運び可能なデバイスを用いるメディア経験であるがゆえに，モバイル動画視聴がなされ

る空間は切り替わりうる。この点から，空間の社会的位置づけとメディア利用の関連性を問

う必要があるだろう。

　第 4 のリサーチクエスチョンは，家族の存在の有無，部屋の違いとコンテンツ消費隠蔽の

必要性の有無は交互作用効果をもつかである。第 2，第 3 のリサーチクエスチョンの背景に

ある視点は，家族からの監視とそれに対する調整というものであった。しかし，すでに述べ

たようにモバイル動画視聴における調整の必要性が人によって異なる可能性が十分に考えら

れる。したがって，第 2，第 3 のリサーチクエスチョンは，モバイル動画利用者個人の隠蔽

傾向との関係の中で検討する必要がある。

　これらのリサーチクエスチョンについて，2 つの調査研究によって検討する。研究 1 では

主に第 1 のリサーチクエスチョンについて検討する。その結果を元にして検討する第 2，第

3，第 4 のリサーチクエスチョンは研究 2 によって行なう。

3．研究 1

3. 1　研究 1：調査方法

　NTT コムリサーチに登録するモニターに対してオンライン調査を行なった。調査対象者

は 20～54 歳の調査対象地域に居住する男女のスマートフォン動画視聴者であった。年代に

ついては 5 歳刻みで層化し，性・年代によって目標回収数を 200～201 名になるよう配分し

た。調査対象地域は関東地域（東京 23 区，横浜市，川崎市，千葉市，さいたま市），中京地

域（名古屋市，一宮市，春日井市，小牧市，北名古屋市），関西地域（大阪市，京都市，神

戸市，堺市）であった。各地域の回収目標として，関東地域 1203 名，中京地域 805 名，関

西地域 805 名の計 2813 名を設定して調査を実施した。

　スクリーニング調査を 2019 年 10 月 29 日に開始し，条件に適合したモニターに対する本

調査を 2019 年 11 月 1 日～6 日にかけて実施した。20～24 歳，25～29 歳男性および 20～24

歳女性で目標回収数に達しなかったが，最終的に 2905 名（男性 1428 名，女性 1477 名；関

東地域 1264 名，中京地域 800 名，関西地域 841 名）の回答を集めた。

　データ分析では，オンライン調査で生じる努力の最小限化（Satisfice）傾向（三浦・小林，

2016）を考慮して，データクリーニングを行なった。第 1 にマトリクス形式の質問表の中で

「この項目は「全くあてはまらない」を選んでください」と指示し，これに違反した回答者

は分析対象者から除外した。第 2 に，マトリクス形式の質問表への回答で直線的回答

（straight liner）（Tourangeau, Conrad, & Couper, 2013）の傾向を示した回答者を分析対象

者から除外した。これらのデータクリーニングの結果，2626 名（表 1）が分析対象者となっ

た。
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3. 2　研究 1：分析に用いる調査項目

3. 2. 1　平日のモバイル動画視聴時間

　平日のモバイル動画視聴時間を測定するために，ふだん平日（仕事や学校がある日）に，

1 日で次のような時間がどのくらいあるかをたずねた：「自宅にいてスマートフォンで動画

を見たり聴いたりする時間」「自宅の風呂・トイレで動画を見たり聴いたりする時間」「電車

やバスなどの公共交通機関に乗っていて動画を見たり聴いたりする時間」「自宅以外の建物

内（職場や学校，お店や施設の中，友人宅など）にいて動画を見たり聴いたりする時間」。

回答は，「そのような時間はまったくない」「5 分未満」「5 分以上 10 分未満」「10 分以上 20

分未満」「20 分以上 30 分未満」「30 分以上 45 分未満」「45 分以上 1 時間未満」「1 時間以上

1 時間 30 分未満」「1 時間 30 分以上 2 時間未満」「2 時間以上 3 時間未満」「3 時間以上 5 時

間未満」「5 時間以上」の 12 段階の選択肢で求めた。分析では，「そのような時間はまった

くない =0 分」「5 分未満 =2.5 分」「5 分以上 10 分未満 =7.5 分」「10 分以上 20 分未満 =15

分」「20 分以上 30 分未満 =25 分」「30 分以上 45 分未満 =37.5 分」「45 分以上 1 時間未満

=52.5 分」「1 時間以上 1 時間 30 分未満 =75 分」「1 時間 30 分以上 2 時間未満 =105 分」「2

時間以上 3 時間未満 =150 分」「3 時間以上 5 時間未満 =240 分」「5 時間以上 =390 分」とし

た量的変数として扱った。各項目の平均値と標準偏差を表 2 にまとめた。

3. 2. 2　平日の生活時間

　平日の生活時間を測定するために，ふだん平日（仕事や学校がある日）に，1 日で次のよ

うな時間がどのくらいあるかをたずねた：「自宅にいて起きている時間」「電車やバスなどの

公共交通機関に乗っている時間」「自宅以外の建物内（職場や学校，お店や施設の中，友人

宅など）にいる時間」「自宅で入浴している時間」。回答は，「そのような時間はまったくな

い」「20 分未満」「20 分以上 30 分未満」「30 分以上 45 分未満」「45 分以上 1 時間未満」「1

時間以上 1 時間 30 分未満」「1 時間 30 分以上 2 時間未満」「2 時間以上 3 時間未満」「3 時間

表 1　研究 1 の分析対象者の性別・年齢層の構成
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以上 5 時間未満」「5 時間以上 8 時間未満」「8 時間以上 11 時間未満」「11 時間以上」の 12

段階の選択肢で求めた。分析では，「そのような時間はまったくない =0 分」「20 分未満 =10

分」「20 分以上 30 分未満 =25 分」「30 分以上 45 分未満 =37.5 分」「45 分以上 1 時間未満

=52.5 分」「1 時間以上 1 時間 30 分未満 =75 分」「1 時間 30 分以上 2 時間未満 =105 分」「2

時間以上 3 時間未満 =150 分」「3 時間以上 5 時間未満 =240 分」「5 時間以上 8 時間未満

=390 分」「8 時間以上 11 時間未満 =570 分」「11 時間以上 =750 分」とした量的変数として

扱った。各項目の平均値と標準偏差を表 3 にまとめた。

3. 2. 3　モバイル動画視聴内容

　モバイル動画の視聴内容を把握するために，小寺（2009），佐々木（2019）を参考に作成

した 29 項目の動画内容をあげて（表 4），それぞれについて「よく見たり聴いたりする（4

点）」「たまに見たり聴いたりする（3 点）」「あまり見たり聴いたりしない（2 点）」「まった

く見たり聴いたりしない（1 点）」の 4 件法で回答を求めた。

表 2　平日のモバイル動画視聴時間の平均値と標準偏差

表 3　平日の生活時間の平均値と標準偏差
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表 4　モバイル動画視聴内容の項目と平均値・標準偏差
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3. 2. 4　統制変数

　統制変数として性別，年齢，被教育年数を用いた。性別は男性 =1，女性 =2 とした 2 値

変数として分析に用いた。年齢は実数値をそのまま用いた。被教育年数は，中学校卒を 9 年，

高校卒を 12 年，高専・短大・専門学校卒を 14 年，大学卒を 16 年，大学院卒を 18 年として

分析に用いた。

3. 3　研究 1：分析結果

3. 3. 1　モバイル動画視聴内容の因子分析

　モバイル動画視聴内容を分類するために，4 件法で測定したモバイル動画視聴内容の 29

項目を対象に反復主因子法による因子分析を行なった。カイザー・ガットマン基準によって

5 因子の抽出を決定した上で，プロマックス回転を行なった。各項目の共通性や因子負荷量

を元に 8 項目を削除し，表 5 の分析結果を得た。

　第 1 因子は講義・講演映像（教養や知識をえるもの），仕事や副業・学業に関わる実演解

説映像，英会話など語学学習に使える映像の 3 項目で 0.5 以上の因子負荷量が示された。

0.35 以上の因子負荷量であった項目には，政治・経済・社会のニュース・報道・ドキュメン

タリー（第 4 因子で最大の因子負荷量）があった。これらの因子負荷量の高い項目内容から，

表 5　モバイル動画視聴内容の因子分析の結果
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学習・解説系動画に関する視聴内容の因子であると解釈した。仕事や副業・学業に関わる実

演解説映像，英会話など語学学習に使える映像の 3 項目でのクロンバックの α係数は 0.800

であった。

　第 2 因子はファッション・衣服・メイク・ヘアメイク，美容・健康・フィットネス，商品

紹介動画，食事・グルメの 4 項目で 0.4 以上の因子負荷量が示された。また，0.35 以上の因

子負荷量であった項目には，一般人の日常が流されている動画・ビデオブログ（第 3 因子で

最大の因子負荷量）があった。これらの因子負荷量の高い項目内容から，消費・生活系の

User Generated Content（UGC）に関する視聴内容の因子であると解釈した。ファッショ

ン・衣服・メイク・ヘアメイク，美容・健康・フィットネス，商品紹介動画，食事・グルメ

の 4 項目でのクロンバックの α係数は 0.805 であった。

　第 3 因子はゲーム映像・実況，体を使った芸・実験などの「やってみた」動画，アニメ，

一般人が歌っている，踊っている動画，一般人の日常が流されている動画・ビデオブログの

5 項目で 0.4 以上の因子負荷量が示された。また，0.3 以上の因子負荷量であった項目には商

品紹介動画（第 2 因子で最大の因子負荷量）があった。これらの因子負荷量の高い項目内容

から，サブカルチャー（サブカル）系の UGC に関する視聴内容の因子であると解釈した。

ゲーム映像・実況，体を使った芸・実験などの「やってみた」動画，アニメ，一般人が歌っ

ている，踊っている動画，一般人の日常が流されている動画・ビデオブログの 5 項目でのク

ロンバックの α係数は 0.768 であった。

　第 4 因子はスポーツや芸能のニュース・報道・ドキュメンタリー，スポーツ（ニュースで

はなく録画・ライブ動画・ダイジェスト），イベントやスポーツ会場・現場の映像，政治・

経済・社会のニュース・報道・ドキュメンタリーの 4 項目で 0.4 以上の因子負荷量が示され

た。また，0.3 以上の因子負荷量であった項目にはバラエティ番組（第 5 因子で最大の因子

負荷量）があった。これらの因子負荷量の高い項目内容から，ニュース・スポーツ系動画に

関する視聴内容の因子であると解釈した。スポーツや芸能のニュース・報道・ドキュメンタ

リー，スポーツ（ニュースではなく録画・ライブ動画・ダイジェスト），イベントやスポー

ツ会場・現場の映像，政治・経済・社会のニュース・報道・ドキュメンタリーの 4 項目での

クロンバックの α係数は 0.811 であった。

　第 5 因子はバラエティ番組，音楽・ミュージックビデオ（PV や MV），ドラマ・映画，

トーク・コント・漫才などのお笑い，音を聞くことが中心の動画（ラジオ・音楽を含む）の

5 項目で 0.4 以上の因子負荷量が示された。他の因子で因子負荷量が最大になった項目の中

でもっとも第 5 因子の因子負荷量の高かった項目はアニメ（第 3 因子で最大の因子負荷量）

であった。これらの因子負荷量の高い項目内容から，エンタメ（エンターテインメント）系

動画に関する視聴内容の因子であると解釈した。バラエティ番組，音楽・ミュージックビデ

オ（PV や MV），ドラマ・映画，トーク・コント・漫才などのお笑い，音を聞くことが中
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心の動画（ラジオ・音楽を含む）の 5 項目でのクロンバックの α係数は 0.722 であった。

　これらの 5 因子それぞれについて，各回答者ごとに得点の平均値を計算し，5 つのモバイ

ル動画視聴内容得点とした。それぞれの得点の平均値と標準偏差，および得点間の相関係数

を表 6 にまとめた。

3. 3. 2　平日のモバイル動画視聴時間とモバイル動画視聴内容との関係

　平日のモバイル動画視聴時間とモバイル動画視聴内容との関係を分析するために，4 つの

モバイル動画視聴時間を目的変数，モバイル動画視聴内容の 5 つの得点を説明変数として相

関分析および重回帰分析を行なった。重回帰分析では性別，年齢，被教育年数および 4 つの

生活時間（自宅活動時間，自宅入浴時間，公共交通機関乗車時間，自宅以外建物滞在時間）

を統制変数として用いた。相関分析の結果を表 7 に，重回帰分析の結果を表 8 に示す。

　まず，自宅視聴時間の分析結果を確認する。統制変数のうち，性別，年齢，被教育年数は

いずれも有意な偏回帰係数であった。男性よりも女性のほうが（b=9.905, p<.01），若いほど

（b=－1.059, p<.001），被教育年数が短いほど（b=－1.763, p<.05），自宅におけるスマートフ

ォンでの動画視聴時間が長いことが示された。一方，生活時間については自宅活動時間

（b=0.025, p<.001）および自宅入浴時間（b=0.250, p<.001）が有意な正の偏回帰係数であっ

た。

　その上で，5 つのモバイル動画視聴内容得点ではニュース・スポーツ系動画得点を除く 4

つが有意な偏回帰係数であった。消費・生活系 UGC 動画（b=6.512, p<.05），サブカル系

表 6　モバイル動画視聴内容 5 因子の平均値・標準偏差・相関係数

表 7　平日のモバイル動画視聴時間とモバイル動画視聴内容との相関係数
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UGC 動画（b=14.641, p<.001），およびエンタメ系動画（b=9.392, p<.001）では有意な正の

偏回帰係数であった。この結果は，それぞれの内容のモバイル動画を視聴する人ほど自宅で

のスマートフォンでの動画視聴時間が長いということを示している。

　一方で，学習・解説系動画得点の偏回帰係数は有意な負の値であった（b=－12.052, 

p<.001）。この結果については，学習・解説系動画得点が抑制変数として機能したと考えら

れる。学習・解説系動画得点と自宅視聴時間の相関係数は 0.019（n.s.）であった（表 7）。

そして，学習・解説系動画を重回帰分析から除いた場合，消費・生活系 UGC 動画，サブカ

ル系 UGC 動画，エンタメ系動画のいずれの偏回帰係数は，学習・解説系動画を加えた場合

に比べて値が小さかった（消費・生活系 UGC 動画：b=3.384, n.s.; サブカル系 UGC 動画：

b=11.889, p<.001 ; エンタメ系動画：b=8.503, p<.01）。モバイル動画視聴内容得点は相対的な

視聴度合いで得点化されており，絶対的な視聴量を測定したものではない。そして，各モバ

イル動画視聴内容得点は互いに正の相関関係にあった（表 6）。これらのことから，学習・

解説系動画得点が抑制変数として機能したと解釈できると考えられる。

　次に，風呂・トイレ視聴時間をみる。統制変数のうち，有意であった変数は年齢（b=

－0.081, p<.05）と生活時間の自宅活動時間（b=－0.005, p<.01），自宅入浴時間（b=0.138, 

p<.001），および公共交通機関乗車時間（b=0.029, p<.001）であった。そして，5 つのモバ

イル動画視聴内容得点ではサブカル系 UGC 動画得点の偏回帰係数のみが有意な値であった

（b=2.192, p<.01）。これは，モバイルでサブカル系 UGC 動画を視聴する人ほど，風呂・トイ

レでの動画視聴時間が長いということを示す結果である。

　公共交通機関視聴時間の分析結果は次のとおりであった。まず，統制変数のうち，有意で

表 8　平日のモバイル動画視聴時間とモバイル動画視聴内容の重回帰分析
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あった変数は性別（b=2.380, p<.05），年齢（b=－0.146, p<.01），生活時間のうち自宅活動時

間（b=－0.009, p<.001）と公共交通機関乗車時間（b=0.100, p<.001）であった。そして，5

つのモバイル動画視聴内容得点では，サブカル系 UGC 動画得点とエンタメ系動画得点の偏

回帰係数が有意な正の値であった（サブカル系 UGC 動画：b=3.425, p<.001 ; エンタメ系動

画：b=1.593, p<.05）。これは，サブカル系 UGC 動画およびエンタメ系動画をモバイルで視

聴する人ほど，公共交通機関に乗車している際の動画視聴時間が長いということを示す結果

である。

　最後に，自宅以外建物視聴時間の分析結果をみる。統制変数では，年齢（b=－0.213, 

p<.01）と生活時間のうち，自宅活動時間（b=－0.010, p<.01）および公共交通機関乗車時間

（b=0.034, p<.05）の偏回帰係数が有意な値であった。そして 5 つのモバイル動画視聴内容得

点では，学習・解説系動画得点とサブカル・UGC 得点の偏回帰係数が有意な正の値であっ

た（学習・解説系動画：b=2.660, p<.05；サブカル系 UGC 動画：b=2.604, p<.05）。これは，

学習・解説系動画およびサブカル系 UGC 動画をモバイルで視聴する人ほど，自宅以外の建

物内にいるときに動画視聴時間が長いということを示す結果である。

4．研究 2

4. 1　研究 2：調査方法

　楽天インサイトおよび提携パネルに登録しているモニターを対象に調査を行なった。調査

対象者は東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県，京都府，大阪府，兵庫県の居住者のうち，2

名以上で暮らしており，自宅に普段寝る部屋とそれ以外の部屋の 2 室以上がある 18～39 歳

の男女のモバイル端末（スマートフォンまたはタブレット端末）利用者であった。自宅の普

段寝る部屋とそれ以外の部屋のそれぞれで，家族といるときと一人でいるときのどちらもス

マートフォンかタブレット端末で動画を視聴することがあるという条件も設けて調査を実施

した。調査では性・年代によって目標回収数を割り付ける手法をとり，男女ともに 18～19

歳で 80 名，20～24 歳，25～29 歳，30～34 歳，35～39 歳のそれぞれで 200 名，合計 1760 名

を回収目標数とした。

　スクリーニング調査を 2019 年 7 月 26 日から実施し，条件に適合したモニターに対する本

調査を 7 月 30 日～8 月 9 日にかけて実施した。男性 18～19 歳および 20～24 歳，女性 18～

19 歳で目標回収数に達しなかったが，最終的に 1611 名の回答を収集した。

　データ分析では，オンライン調査で生じる努力の最小限化（Satisfice）傾向（三浦・小林，

2016）を考慮して，データクリーニングを行なった。第 1 にマトリクス形式の質問表の中で

「この項目は「全くあてはまらない」を選んでください」と指示し，これに違反した回答者

は分析対象者から除外した。第 2 に，マトリクス形式の質問表への回答で直線的回答
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（straight liner）（Tourangeau, Conrad, & Couper, 2013）の傾向を示した回答者を分析対象

者から除外した。これらのデータクリーニングの結果，1424 名が分析対象者となった。

4. 2　研究 2：分析に用いる調査項目

　統制変数としての性別および年齢（いずれも研究 1 と同様の扱いをした）以外に，以下の

調査項目を分析に用いた。

4. 2. 1　モバイル動画視聴内容

　研究 2 では回答者を 2 要因各 2 水準の計 4 条件のいずれかに無作為割付を行なった上で，

その条件下でのモバイル動画視聴内容をたずねる形式をとった。設定した条件に含まれる要

因は「（自宅の）部屋」と「人数」の 2 つであった。部屋要因は「ふだん寝るために使わな

い部屋」（非寝室）と「ふだん寝るために使っている部屋」（寝室）の 2 水準であった。人数

要因は「1 人で起きているとき」（1 人）と「2 人以上で起きているとき」（2 人以上）であっ

た。この組み合わせによる 4 つの条件のいずれかのときにスマートフォンやタブレット端末

で動画を見る際に視聴する内容について，研究 1 と同様の 29 項目をあげて 4 件法で回答を

求めた。

　分析では，研究 1 で示した 5 因子にもとづき，各因子に含まれる項目得点を加算した上で

項目数で除すことで，5 つのモバイル動画視聴内容得点を算出した。それぞれの条件に割り

付けられた分析対象者数および各モバイル動画視聴内容得点のクロンバックの α係数およ

び平均値，標準偏差を表 9 に示す。

4. 2. 2　テレビ親近感とモバイル動画親近感

　江利川・山田（2012）で示されたテレビ親近感の 7 つの尺度項目（改訂版テレビ親近感尺

度はそのうち 6 項目）を用いて，テレビ親近感を測定した。回答は 5 件法（非常にあてはま

る～全くあてはまらない）で求め，値が大きくなるほど肯定度が高くなるように 1～5 点を

与えた。

　また，上記の 7 項目の「テレビを見る」を「スマートフォンやタブレット端末で動画を見

表 9　5 つのモバイル動画視聴内容の信頼性係数および平均値・標準偏差
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る」，「テレビ」を「スマートフォンやタブレット端末で見る動画」に置き換える形でモバイ

ル動画親近感を測定する尺度を作成した。回答はテレビ親近感と同様に 5 件法で求め，値が

大きくなるほど高程度が高くなるように 1～5 点を与えた。

　上記のテレビ親近感，モバイル動画親近感の合計 14 項目について因子分析（反復主因子

法）を行なった。カイザー・ガットマン基準により 2 因子と判断し，2 因子解でプロマック

ス回転を行なった結果を表 10 に示す。この因子分析の結果では，第 1 因子がテレビ親近感，

第 2 因子がモバイル動画親近感であったと解釈できる。7 項目でのクロンバックの α係数は

テレビ親近感で 0.939，モバイル動画親近感で 0.911 であったが，表 10 に示したように逆転

項目である 7 項目目を除外した場合に α係数はそれぞれ 0.942，0.915 と最大化された。テレ

ビ親近感尺度に関しては江利川・山田（2012）で示されたとおりの結果であり，江利川・山

田はこの逆転項目を除外した 6 項目を改訂版テレビ親近感尺度としている。本研究では改訂

版テレビ親近感尺度と同様にモバイル動画親近感尺度も 6 項目とし，それぞれの 6 項目得点

の平均値をテレビ親近感得点（平均値 3.303，標準偏差 1.035），モバイル動画親近感得点

（平均値 3.299，標準偏差 0.982）として扱った。テレビ親近感得点とモバイル動画親近感得

点の相関係数は r=.143（p<.001）であった。

表 10　テレビ親近感とモバイル動画親近感の測定
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4. 2. 3　ネットコンテンツ利用の隠蔽

　「否定的（negative）もしくは嫌悪的（distressing）と感じられる個人的な情報を他者か

ら積極的に隠蔽する傾向」と定義される自己隠蔽（河野，2001）を測定する自己隠蔽尺度

（self-concealment scale）（河野，2001）を参考に，ネットコンテンツ利用の隠蔽（以下，ネ

ット隠蔽）を測定するための 9 項目を作成した。回答は 5 件法（非常にあてはまる～全くあ

てはまらない）で積極的に隠蔽する傾向が強くなるほど高得点になるように，1～5 点の配

点を行なった。9 項目の内容および記述統計量，項目分析の結果を表 11 に示す。

　作成した 9 項目は一次元性を示したと解釈できるため，本研究ではこの 9 項目の平均得点

をネット隠蔽得点として扱う。まず，9 項目について，主成分分析を行なった結果，第 1 主

成分の固有値は 5.106，寄与率は 0.567 であった。一方，第 2 主成分の固有値は 0.712，寄与

率は 0.079 であった。このことから一次元で 9 項目の分散の半分以上を説明でき，第二次元

の説明力はさほど大きくないことがわかる。また，表 11 に示したとおり，IT 相関の最小値

は 0.647，IR 相関の最小値は 0.539 といずれも十分に高く，9 項目全体の α係数はどの項目

を除外した場合よりも高い 0.903 であった。このことから，9 項目のうち除外すべきと判断

できる項目はなく，9 項目全体で一次元性をもつと考えられる。

表 11　ネットコンテンツ利用の隠蔽の測定
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4. 3　研究 2：分析結果

4. 3. 1　部屋要因と人数要因による 2要因分散分析

　本研究では部屋要因（2 水準：寝室，非寝室）と人数要因（2 水準：1 人，2 人以上）の被

験者間 2 要因計画で無作為割付をした上で，その条件下でのモバイル動画視聴内容をたずね

た。この 2 要因の影響を検討するために，5 つのモバイル動画視聴内容得点を目的変数とし，

部屋要因と人数要因を説明変数とした 2 要因分散分析を行なった。

　2 要因分散分析の結果，5 つのモバイル動画視聴内容得点のいずれを目的変数とした場合

でも，部屋要因と人数要因の主効果および両要因の交互作用効果は有意ではなかった（各条

件での平均値，標準偏差は表 9 を参照）。このことから，モバイル動画視聴内容は部屋要因

および人数要因のみで影響を受けるものとはいえないと考えられる。

4. 3. 2　重回帰分析

　心理変数の影響も検討するために，5 つのモバイル動画視聴内容得点を目的変数とし，説

明変数にモバイル動画親近感得点，テレビ親近感得点，ネット隠蔽得点，部屋要因と人数要

因およびネット隠蔽得点，部屋要因，人数要因の交互作用項を加えた重回帰分析を行なった。

統制変数として性別（ダミー変数）および年齢を分析に加えた。分析結果を表 12 に示す。

　まず，モバイル動画親近感得点の偏回帰係数については，いずれのモバイル動画視聴内容

に対しても有意な正の値であることが認められた。標準偏回帰係数でみると，消費・生活系

UGC 動画，サブカル系 UGC 動画，エンタメ系動画を目的変数にした場合は 0.266～0.317 で

あったのに対し，学習・解説系動画およびニュース・スポーツ系動画を目的変数にした場合

はそれぞれ 0.133，0.171 であった。偏回帰係数の 95％ 信頼区間で比較しても，消費・生活

表 12　5 つのモバイル動画視聴内容に関する重回帰分析の結果
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系 UGC 動画（0.172-0.251），サブカル系 UGC 動画（0.177-0.243），エンタメ系動画（0.186-

0.261）と学習・解説系動画（0.060-0.137），ニュース・スポーツ系動画（0.092-0.167）では

重なりがなかった。これらのことからモバイル動画親近感は特に，消費・生活系 UGC 動画，

サブカル系 UGC 動画，エンタメ系動画の 3 つの動画内容の視聴と関係があることが示唆さ

れたといえる。

　次に，テレビ親近感得点の偏回帰係数は，学習・解説系動画，サブカル系 UGC 動画，エ

ンタメ系動画の 3 つで有意な値であった。このうち，学習・解説系動画，サブカル系 UGC

動画の 2 つとは負の関係にあることが示された（学習・解説系動画：b=－0.073, p<.001 ; サ

ブカル系 UGC 動画：b=－0.044, p<.01）。一方，エンタメ系動画とは正の関係にあった

（b=0.070, p<.001）。これらのことから，テレビ親近感が高い人ほどエンタメ系動画をモバイ

ルで視聴しているが，学習・解説系動画およびサブカル系 UGC 動画はむしろ視聴していな

いことが示されたといえる。

　そして，ネット隠蔽得点について，部屋要因，人数要因との交互作用効果が有意ではなく

主効果のみが有意であったのはサブカル系 UGC 動画のみであった。ネット隠蔽得点とサブ

カル系 UGC 動画得点は有意な正の関係にあることが示された。つまり，ネットコンテンツ

利用の隠蔽傾向のある人ほど，モバイル動画の視聴においてサブカル系 UGC 動画を視聴し

ている傾向があるといえる。

　一方，学習・解説系動画とエンタメ系動画においては，ネット隠蔽得点の主効果は有意で

はなかったが，交互作用効果が有意であった。まず，学習・解説系動画が目的変数の場合は

人数要因とネット隠蔽得点の交互作用項の係数が 1％ 水準で有意な負の値であった。分析結

果のモデルで他の変数は平均値を用い，人数要因とネット隠蔽得点の効果をシミュレーショ

ンした結果を図 1 に示す。また，ネット隠蔽得点の単純主効果の分析結果を表 13 に，人数

要因の単純主効果の分析結果を表 14 に示す。これらの結果から，ネットコンテンツ利用の

隠蔽傾向のない人は 1 人でいる場合のほうが学習・解説系動画をみるが，隠蔽傾向のある人

は家族・同居人と一緒にいる場合のほうが学習・解説系動画をみることが示されたといえる。

　エンタメ系動画が目的変数の場合は，部屋要因，人数要因，ネット隠蔽得点の 3 つの交互

作用項の係数が 5％ 水準で有意であった。分析結果のモデルで他の変数は平均値を用い，部

屋要因，人数要因とネット隠蔽得点の効果をシミュレーションした結果を図 2 に示す。また，

部屋要因，人数要因，ネット隠蔽得点のそれぞれの単純主効果の分析結果を，それぞれ表

15，表 16，表 17 に示す。これらの結果から，ネットコンテンツ利用の隠蔽傾向のある人は，

寝室に家族・同居人と一緒にいる場合に比べて，寝室以外の部屋で家族・同居人と一緒にい

る場合か，寝室で一人でいる場合のほうがエンタメ系動画をみる傾向にあることが示された

といえる。
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図 1　人数要因とネット隠蔽得点が学習・解説系動画得点に与える影響

表 13　学習・解説系動画得点に対するネット隠蔽得点の単純主効果

表 14　学習・解説系動画得点に対する人数要因の単純主効果

5．考察

　本研究では，モバイル動画視聴が行なわれる社会的状況に着目し，特に自宅における家族

の存在と部屋の移動がモバイル動画の視聴内容に与える影響を検討した。具体的には 4 つの

リサーチクエスチョンについて，実証的に検討を行なった。以下ではそれぞれについて結果

をまとめ，考察を行なう。
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表 15　エンタメ系動画得点に対する部屋要因の単純主効果

図 2　部屋要因，人数要因，ネット隠蔽得点がエンタメ系動画得点に与える影響

　まず，第 1 のリサーチクエスチョン「モバイル動画の視聴内容はどのように分類できる

か」については，研究 1 での因子分析の結果，5 つに分類された。具体的には，学習・解説

系動画，消費・生活系 UGC 動画，サブカル系 UGC 動画，ニュース・スポーツ系動画，エ

ンタメ系動画の 5 つであった。YouTube に限定して調査・分析を行なった佐々木（2019）

の分析結果と比べると，佐々木（2019）の低頻度視聴・ニュース・情報因子は，本研究では

学習・解説系動画とニュース・スポーツ系動画の 2 因子にわかれて現れたと考えられる。

YouTube の中ではこれらの動画は大きく一つにまとめられる可能性があるが，モバイル動

画全般では学習・解説系動画を中心に扱う動画関連サービスと，ニュース・スポーツ系動画

を中心に扱う動画関連サービスがそれぞれ含まれてくることもあり，別の因子として分離し
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たのではないかと考えられる。その一方で，YouTube 視聴内容の中ではプロエンタメコン

テンツと音楽の 2 因子に分けられていたものが（佐々木，2019），本研究ではエンタメ系動

画として 1 因子にまとまったといえる。YouTube Music がサービスとして切り出されてい

るように映像コンテンツと音楽コンテンツは YouTube の中で別ジャンルとして細分化され

ているかもしれない。だが，モバイル動画全体のなかでみるとこれらは一つの視聴内容とし

てまとめられるのだといえる。

　この 5 つの視聴内容について，研究 1 では場所ごとのモバイル動画視聴時間との関係の分

析も行なった。その結果から，特に消費・生活系 UGC 動画，サブカル系 UGC 動画，そし

てエンタメ系動画の視聴は自宅でのモバイル動画視聴の長さと正の関係にあるということが

示された。特に，サブカル系 UGC 動画の視聴は風呂・トイレでの動画視聴時間，公共交通

機関での動画視聴時間，自宅以外の建物内での動画視聴時間とも正の関係にあることが示さ

れた。このことから，場所を問わずモバイル動画視聴時間の長い人の特徴的視聴内容を表す

ものだということがわかる。つまり，サブカル系 UGC 動画の視聴はモバイル動画視聴その

ものと密接に結びつくものであると考えられるだろう。

表 16　エンタメ系動画得点に対する人数要因の単純主効果

表 17　エンタメ系動画得点に対するネット隠蔽得点の単純主効果
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　第 2 のリサーチクエスチョン「家族が側にいるときといないときでモバイル動画の視聴内

容は異なるか」，第 3 のリサーチクエスチョン「自宅内の共用室と就寝室でモバイル動画の

視聴内容は異なるか」については，研究 2 で被験者間計画によって検討した。その結果，家

族の存在の有無も，部屋の違いもモバイル動画の視聴内容に単純には影響を与えないといえ

る。無作為割付を行なった被験者間計画による結果であることから，他の要因の影響は確率

的に統制された上で得られた知見であるといえよう。

　しかし，第 4 のリサーチクエスチョン「家族の存在の有無，部屋の違いとコンテンツ消費

隠蔽の必要性の有無は交互作用効果をもつか」の検討の結果，モバイル動画の視聴内容に対

して，家族の存在の有無も部屋の違いも無関係というわけではないこということが示された。

つまり，コンテンツ消費隠蔽の必要性の有無によって，家族の存在の有無の効果や部屋の違

いの効果は変わりうるのである。

　第 1 に，ネットコンテンツ利用の隠蔽傾向のない人は 1 人でいる場合のほうが学習・解説

系動画をみるが，隠蔽傾向のある人は家族・同居人と一緒にいる場合のほうが学習・解説系

動画をみるという結果が示された。まず，隠蔽傾向のある人が他者が一緒にいる場合にみる

ということは，学習・解説系動画は隠蔽の対象にはならない傾向があると考えられる。他者

が一緒にいる，側にいる状況下で視聴すれば，その視聴内容が露見してしまう可能性が考え

られるため，隠蔽の対象となるような内容であればそのような状況下で視聴はされないと考

えられるからである。つまり，この場合の学習・解説系動画は隠蔽したい視聴内容の「隠れ

蓑」として視聴されていると考えられるだろう。または，一種の自己呈示として学習・解説

系動画をモバイル動画で視聴するという可能性も考えられる。一方，隠蔽傾向がない人の場

合はむしろ学習・解説系動画を 1 人でいるときにみるという結果であった。隠蔽傾向のない

人による視聴であるから，1 人でいるときに視聴するといってもその目的は家族に隠すため

だとは考えられない。学習・解説系動画の場合，他者の存在がなく 1 人で動画に集中できる

環境のほうが視聴に適しているためではないかと推測できる。

　第 2 に，ネットコンテンツ利用の隠蔽傾向のある人は，寝室で家族・同居人と一緒にいる

場合に比べて，寝室以外の部屋で家族・同居人と一緒にいる場合か，寝室で 1 人でいる場合

のほうがエンタメ系動画をみる傾向にあるという結果が示された。この結果は，部屋の要因

も関係しており，さらに他者が一緒にいる場合といない場合のどちらも視聴度合いが高まる

ことが示されているため，解釈は容易ではない。隠蔽傾向のある人は家族という他者が側に

いる状況下では隠蔽したい内容の視聴は行なわず，1 人でいる場合に視聴をするという仮定

をおけば，まず，寝室以外の部屋で家族・同居人と一緒にいる場合に視聴するエンタメ系動

画は隠蔽したい内容のものではないと考えられる。その一方で，寝室で視聴するエンタメ系

動画は隠蔽したい内容のものであると考えられる。つまり，本研究で「エンタメ系動画」と

まとめたものの中に隠蔽したい内容と隠蔽の必要のない内容の両方が含まれていることにな
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り，部屋の移動によってその内容の視聴が分けられているということになるだろう。この点

についてさらに検討するためには，より詳細な視聴内容の分析を行なうか，視聴の動機また

は効用の分析など観点を変えたアプローチをとる必要があるだろう。

　本研究によって，モバイル動画視聴はパーソナルメディアによって行なわれるものではあ

るが，隠蔽の必要性の有無によって家族の存在や部屋の移動が視聴内容に影響を与えること

が示された。このことは，モバイル動画視聴というメディア利用行為をとらえるときに，メ

ディア／デバイスと利用者だけでなく，それをとりまく状況に着目することの重要性を示し

ているといえるだろう。特に隠蔽の必要性の有無との関係が示されたことから，これまでの

モバイルメディア研究で論じられてきた家族との交渉・調整は，モバイル動画視聴において

も重要な論点となると考えられる。

　本研究ではいくつかの限界がある。まず，本研究では視聴内容に着目した分析を行なった

が，その他の観点からのアプローチも考えられる。また，本研究では自宅でのモバイル動画

視聴を扱ったが，特に家族の存在に着目したため，単身世帯におけるモバイル動画視聴は研

究対象から除かれている。モバイル動画視聴という行為を理解するためには単身世帯の調

査・分析も必要となるだろう。そして最後に，本研究では自宅以外でのモバイル動画視聴を

扱わなかった。本研究での「モバイル」は自宅内での移動という観点で扱われたが，自宅の

外への移動はより重要な論点となる。これらの問題について検討を進めることが今後の課題

である。
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注
1 ）［若年層の月間の動画視聴時間は 1 年間で約 2 時間増加～ニールセン スマートフォンの利用状

況を発表～ | ニュースリリース | ニールセン デジタル株式会社］（https://www.netratings.
co.jp/news_release/2019/03/Newsrelease20190326.html）2020 年 07 月 31 日確認

2 ）［有料動画アプリ利用者は昨年から成長が加速化し 1,000 万人を超える ～ニールセン動画アプ
リの利用状況をもとに動画の視聴動向を発表～ | ニュースリリース | ニールセン デジタル株式
会 社］（https://www.netratings.co.jp/news_release/2020/01/Newsrelease20200131.html）
2020 年 07 月 31 日確認

3 ）1990 年 9 月 19 日読売新聞東京夕刊「ポケットベル 学生や OL 間に流行 デートやコンパの連
絡に重宝！」
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